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機構だより 2012.7.20 

 

「業務代行組合区画整理」講習会開催のご案内 

厳しい事業環境が続く中、従来にも増して業務代行方式についての関心が高まっています。 

２００８年度以降認可された組合の約４割が業務代行方式を採用して事業を進めている現状で、

あらためて業務代行方式の真のメリットは一体何なのか？ 業務代行方式を導入した組合の運営は

どのようになるのか？ 組合・代行者・行政、三者の関係は？ 契約はどのように交わすのか等々、

事例も含めて学習して頂く目的で講習会を開催いたします。業務代行方式の導入を検討されている

組合準備組織、事業を指導される市町村の担当職員、業務代行を手掛ける民間事業者やそれらの相

談に与るコンサルタントの方々等、多方面からのご参加を歓迎致します。 

 

実 施 日：平成２４年１０月１２日（金） １３：００～１７：００（受付１２：３０） 

場 所：財団法人 区画整理促進機構  会議室 

申込期限：平成２４年９月２８日（金） 定員３０名（定員に達し次第締め切り） 

講習内容：業務代行方式の基礎知識、民間事業者の業務代行取組みの現状、事例 

受 講 料：８，０００円（税込、テキスト代含む） 受講料は１０月２日迄に銀行にお振込み

ください。振込手数料はご負担願います。 

※詳細は当機構ホームページ（http://www.sokusin.or.jp/events/e_index.html）をご参照下さい。 

 

「直接施行に関する相談会」開催のご案内 

専門家等の派遣において特にご相談が多い『直接施行』について、「相談会」を実施いたします。

相談料はかかりません。どうぞお申し込みください。 

 

実 施 日：平成２４年９月２１日（金） 

場 所：財団法人 区画整理促進機構  会議室 

定 員：４組（先着順） 

申 込 期 限：平成２４年９月１３日（木） 

相 談 料：無   料 

相 談 時 間：９０分間 

アドバイザー：大高 克則氏（日本測地設計 株式会社  技術顧問） 

申 込 方 法：①下記申込用紙に氏名、所属団体・部署・役職名、連絡先等を記入の上、 

０３-３２３０-４５１４へＦＡＸして下さい。 

②また、当機構ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ（http://www.sokusin.or.jp/events/e_index.html）掲

載の「相談ｼｰﾄ.xls」をﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞし、相談内容や質問事項等入力の上、上記申込

期限までに imamura@sokusin.or.jpへﾒｰﾙ送信して下さい。 

※お申込みの際には、事前に電話にてご連絡願います。 

※詳細は当機構ホームページ（http://www.sokusin.or.jp/events/e_index.html）をご参照下さい。 
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『【区画整理と税制特例】―平成２４年４月１日現在―』発行のお知らせ 

 

【区画整理と税制特例】―平成２４年４月１日現在― 

Ａ４版図書・無料（送料別途） 

辻・本郷税理士法人 監修・構成協力 

財団法人 区画整理促進機構 発行 

 

土地区画整理事業の流れと税制特例の関係を解説した今年度版の『【区画整理と税制特例】―平成

２４年４月１日現在―』が７月１日発行されました。当機構のホームページの発行図書

（http://www.sokusin.or.jp/book/b_index.html）より図書購入申込書をダウンロードしてＦＡＸ

にてお申込下さい。 

 

第３８回理事会、第２８回評議員会開催の報告 
平成２４年６月１９日（火）、当機構会議室において第３８

回理事会、第２８回 評議員会を開催しました。理事会にて、

①平成２３年度 事業報告及び決算、②評議員の選任が承認さ

れました。評議員会では、①役員の選任が承認され、②平成

２３年度 事業報告及び決算が同意されました。また、理事会、

評議員会にて、①最初の評議員候補者の推薦を行い、②公益

法人改革に伴う検討事項として「定款（案）」の検討を行いま

した。 

詳細につきましては当機構ホームページをご覧下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年度第３回民間事業者研究会幹事会開催の報

告 

平成２４年６月２０日（水）、当機構民間事業者研究会の平成２４年

度第３回幹事会が開催され、総会に向けての確認や次年度活動計画の検

討等が行われました。 

▲平成２３年度 決算 

科目 決算額(円) 

Ⅰ 事業活動収入  

基本財産運用収入 2,000,000 

特定財産運用収入 52,768,190 

事業収入 19,937,455 

会費収入 3,080,000 

雑収入 1,147,696 

事業活動収入計 78,933,341 

Ⅱ 事業活動支出  

事業支出 87,711,663 

管理費支出 17,793,495 

事業活動支出計 105,505,158 

事業活動収支差額 △26,571,817 

Ⅲ 投資活動収入  

促進基金取崩収入 29,390,919 

Ⅳ 投資活動支出  

退職給付引当預金支出 2,729,000 

投資活動収支差額 26,661,919 

Ⅴ 予備費支出 0 

当期収支差額 90,102 

前期繰越収支差額 16,841,508 

次期繰越収支差額 16,931,610 

 


